
鶴ヶ島市コミュニティ施設特別整備事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市は、コミュニティ活動を促進するため、地域住民の心のふれあいの場や身

近な生活環境施設などのコミュニティ施設の整備事業（以下「整備事業」という。）

を実施する市の地域的団体（以下「地区団体」という。）に対し、毎会計年度予算

の範囲内において補助金を交付する。  

２ 前項の補助金の交付に関しては、鶴ヶ島市補助金等の交付に関する規則（昭和４

７年規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定め

るところによる。 

（補助対象事業等） 

第２条 補助金の交付の対象となる整備事業の事業種目、実施基準、経費及び補助額

は、別表のとおりとする。 

２ 整備事業は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。 

(1) 地域住民の意向が十分反映され、地域住民の総意を得たものであること。 

(2) 既存のコミュニティ関連施設との調整を図り、その機能が最大限に活用される

ものであること。 

（補助対象外の事業及び経費） 

第３条 次に掲げる整備事業は、前条の規定にかかわらず、補助金の交付の対象とし

ない。 

(1) 地区団体の自己負担がない事業 

(2) 計画の部分的な事業又は整備事業のみでは単独で効用を十分に果たせない事

業 

(3) 全市域的な施設又は地域住民の日常生活圏域を越えて便益に供する施設を整

備する事業 

(4) 補助対象事業費の額が５０万円未満の事業 

(5) 地区団体の単独事業として、既に事業に着手しており、財源の単なる補てんと

みなされる事業 



(6) 国、県又は市の他の補助制度等の適用を受ける事業。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、整備事業の目的に適合しない事業 

２ 次の各号に掲げる経費は、補助金の交付の対象としない。 

(1) 土地購入費等の経費。ただし、集会所建設に係る土地購入費等の経費を除く。 

(2) 事業地の造成に要する経費が整備事業の補助対象事業費の２０パーセントを

超える場合、その超える部分の経費 

(3) 整備事業に係る一般事務費、外構工事費等の経費 

(4) 前各号に掲げるもののほか、整備事業の直接的費用と認めがたい経費 

（事前手続） 

第４条 この補助金の交付を受けて整備事業を実施しようとする地区団体の代表者は、

様式第１号の補助金交付要望書を市長の定める期日までに市長に提出するものとす

る。 

（申請書の様式） 

第５条 規則第４条第１項に定める申請書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

２ 前項の申請書の提出期限は、市長が毎会計年度定め、補助金の交付の申請をしよ

うとする地区団体の代表者に対してこれを通知するものとする。 

（交付申請書の添付書類） 

第６条 規則第４条第２項第４号に規定する書類は、次のとおりとする。 

(1) 実施設計書（位置図、配置図及び設計図を含む。） 

(2) 土地の賃借契約書又は承諾書 

（交付決定通知書の様式） 

第７条 規則第６条に定める交付決定通知書の様式は、様式第３号のとおりとする。 

（補助金の支払） 

第８条 補助金の支払いは、精算払いとする。ただし、市長が特に認めた場合は、１

回に限り分割して支払うことができる。 

（状況報告） 

第９条 補助金の交付決定を受けたもの（以下「補助事業者」という。）は、市長の

要求があったときは、整備事業の遂行状況について、当該要求に係る事項を書面で



市長に報告しなければならない。 

（事業計画変更承認申請書） 

第１０条 補助事業者は、事業計画を変更しようとするときは、様式第４号の変更承

認申請書を市長に提出しなければならない。 

（事前着工届） 

第１１条 補助金の交付申請をした地区団体の代表者は、やむを得ない事情により交

付決定前に事業を着工しようとするときは、様式第５号の事前着工届を市長に届出

なければならない。 

（実績報告書の様式等） 

第１２条 規則第９条に定める報告書の様式は、様式第６号のとおりとする。 

２ 前項の報告書は、事業完了後（事業の廃止の承認を受けたときを含む。）３０日

以内に提出しなければならない。 

（書類の整備等） 

第１３条 補助事業者は、補助事業に係わる収入及び支出等を明らかにした帳簿を備

え、かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければな

らない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌会計

年度から、不動産及びその従物にあっては１０年、その他のものにあっては５年間

保管しなければならない。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

   附 則 

  この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、昭和６４年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 



   附 則 

  この要綱は、平成４年２月１日から施行し、平成３年度分の補助金から適用する。 

   附 則 

  この要綱は、平成７年５月１２日から施行し、平成７年度分の補助金から適用す

る。 

   附 則 

  この要綱は、平成８年８月２６日から施行し、平成８年度分の補助金から適用す

る。 

   附 則 

  この要綱は、平成１１年度１０月８日から施行し、平成１１年度分の補助金から

適用する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度分の補助金から適用

する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 


